
別添様式２ 地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画 別表１

名称 自治体コード ※市町村の場合は都道府県名を記入する
自治体名 京都市 261009 都道府県名 京都府 260002

氏名 所属 役職 メールアドレス 電話番号 所在地
事業実施の代表者 門川 大作 京都市 市⻑ - - -
担当者 竹内 清 環境政策局地球温暖化対策室 エネルギー政策企画課⻑ ge@city.kyoto.lg.jp 075-222-4555 〒604-8571 京都市中京区上本能寺前町488

担当者（連絡窓口となる方） 吉田 仁昭 環境政策局地球温暖化対策室 脱炭素地域創出促進係⻑ ge@city.kyoto.lg.jp 075-222-4555 〒604-8571 京都市中京区上本能寺前町488

担当者 河合 要子 環境政策局地球温暖化対策室 エネルギー企画係⻑ ge@city.kyoto.lg.jp 075-222-4555 〒604-8571 京都市中京区上本能寺前町488

計画名
計画期間

総事業費 交付対象事業費
交付限度額
＜①＞

うち地域脱炭素化促進事業の額

＜①の内数＞
うち間接補助の額
＜②：①の内数＞

うち協調補助の額
＜②の内数＞

4,642,088,000 2,665,827,820 1,493,778,000 0 499,268,000 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
69,052,000 399,856,000 654,848,000 258,966,000 111,056,000 0

合計額（＝交付限度額）
1,493,778,000

再エネ導入量（kw） CO2削減効果（t-CO2） 費用効率性（円/t-CO2）
5,544 71,095 21,011

計画の目標
（事業効果）

その他地域課題の解決等の目標
 主力となり得る再エネ源「太陽光」を最大活用した小規模かつ分散型の
屋根置き太陽光発電の導入促進
 木質バイオマスの利用活性化による森林の循環利用促進
 一大エネルギー消費地として省エネルギー化の徹底。中でも，中小事業
者の省エネ対策促進によるビジネスの脱炭素転換

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業計画（重点対策加速化事業） 表紙

京都市地球温暖化対策条例・実行計画に基づくプラスアクション
令和4年度〜令和8年度

申請額（年度別）

申請額

mailto:ge@city.kyoto.lg.jp
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mailto:ge@city.kyoto.lg.jp


別添様式２ 地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画 別表２

事業内容

2610090001 京都府 京都市 間接 ⺠間事業者 ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
ア-(ア)②太陽光発電設備（自家消費型）（⺠
間事業者設置）

太陽光発電設備
京都市地球温暖化対策条例に基づく再エネ設備導入
義務対象施設（特定建築物，準特定建築物）

685件 京都市内
京都市地球温暖化対策条例に基づく義務量を超える太陽光発電
設備導入に対する補助事業（⺠間向け間接補助事業）

2610090002 京都府 京都市 間接 ⺠間事業者 ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 ア-(イ)②蓄電池（⺠間事業者設置） 蓄電池
京都市地球温暖化対策条例に基づく再エネ設備導入
義務対象施設（特定建築物，準特定建築物）

67件 京都市内
上記の付帯設備としての蓄電池導入に対する補助事業（⺠間向
け間接補助事業）

2610090003 京都府 京都市 間接 ⺠間事業者 イ 地域共生・地域裨益型再エネの立地
イ-(ク)その他再生可能エネルギー発電設備
（風力・地熱・中小水力・バイオマス等）

バイオマス発電設備 木質バイオマス発電設備導入事業者 2件 京都市内
バイオマス発電設備導入に対する補助事業（⺠間向け間接補助
事業）

2610090004 京都府 京都市 間接 ⺠間事業者 ウ 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や改修時のZEB化誘導
ウ-(チ)高効率換気空調設備、高効率照明機
器、高効率給湯器、高効率融雪設備、コージェ
ネレーション等

高効率空調機器
京都市地球温暖化対策条例に基づくエネルギー消費
量等報告書制度実施事業者

40件 京都市内
京都市地球温暖化対策条例に基づくエネルギー消費量等報告書
制度を踏まえた高効率機器導入に対する補助事業（⺠間向け間
接補助事業）

2610090005 京都府 京都市 直接 京都市 カ その他 カ-(マ)執行事務費 - - - - - 執行事務費

2610090006 京都府 京都市 直接 京都市

ア 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
ウ 公共施設など業務ビル等における徹底し
た省エネと再エネ電気調達と更新や改修時の
ZEB化誘導

ア-(ア)①太陽光発電設備（自家消費型）（地
方公共団体設置）
ウ-(チ)高効率換気空調設備、高効率照明機
器、高効率給湯器、高効率融雪設備、コージェ
ネレーション等

太陽光発電設備、高効
率空調機器等

市有施設 18件 京都市内 太陽光発電設備の導入、高効率空調機器等の導入

合計

交付対象事業

設備種別事業種別 設備区分直接・間接
番号

自治体名

都道府県 市町村

事業実施方法

事業実施主体 箇所名 箇所数施設分類
箇所

（事業実施場所）
事業内容

事業情報

地域脱炭素化促
進事業の有無

協調補助の有無

※記載内容は計画提出時点での見込み



交付対象事業費（円） 交付率 交付限度額（円）

① ② ③＝①×② 総事業費 交付対象事業費 交付予定額

1,343,430,000 265,500,000 定額 265,500,000 5,310 2,895.01 49,215.17 265,650,000 52,500,000 52,500,000

101,304,000 101,304,000 1/3 33,768,000 - - - 19,656,000 19,656,000 6,552,000

120,000,000 120,000,000 2/3 80,000,000 100 314.97 5,354.42 0 0 0

240,000,000 240,000,000 1/2 120,000,000 - 852 11,076 0 0 0

50,000,000 50,000,000 定額 50,000,000 - - - 10,000,000 10,000,000 10,000,000

2,787,354,000 1,889,023,820 1/2 944,510,000 134 353.57 5,449.66 0 0 0

4,642,088,000 2,665,827,820 1,493,778,000 5,544 4,416 71,095 295,306,000 82,156,000 69,052,000

事業効果

再エネ導入量
（kW）

CO2削減効果（累
計）（t-CO2）

CO2削減効果（年
間）（t-CO2/年）

事業費

総事業費（円）
R4

事業実施期間における事業費・交付予定額


